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はじめに
本稿においては，米国ニュージャージー州における公務員労使関係に関する
調査研究に基づき，そこで重要な役割を果たしている利益仲裁（interest
arbitration）の実態について明らかにする。利益仲裁とは，苦`情仲裁
(grievancearbitration）と対比した概念である。米国の労使関係では，協約上
の権利に関わる権利紛争の解決に用いられる苦'情処理手続きでは，民間仲裁人
による裁定を求めて紛争を解決する苦情仲裁手続きが置かれているのが普通で
ある。これに対して，協約の締結に関する交渉過程で発生する労使紛争、すな
わち利益紛争については，民間の場合には，第三者の仲裁にゆだねて解決する
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ことは少なく，基本的に団体交渉で労使が争議権を背景として自主的に解決す
るものとされている。しかし公務員については，団体交渉権が認められても，
争議権に制約が課される場合が多いため，第三者による利益仲裁の手続きが用
いられる場合がある。
筆者は前稿（仁田2012）において，ニューヨーク市の公務員労使関係に
おける利益仲裁の実態を検討した。そこでは，一部の職種を除いて，基本的に
すべての公務員の労使紛争を最終的に利益仲裁により解決する手続が用意され
ていた。だがニュージャージー州においては，警察官と消防士のみが労使一
方の申請により開始される強制的（compulsory）利益仲裁制度の対象とされ，
それ以外の公務員については，対象とされていない。そこで，本稿では，主と
して，これら警察・消防分野の利益仲裁について検討することとなる。このよ
うな利益仲裁の分野限定的利用を行っている州は多い。たとえば，ニューヨー
ク州でも，州政府やニューヨーク市以外の市町村では，基本的にニュージャー
ジー州と同様，強制的利益仲裁の適用対象を警察・消防に限定している。
なお，ニュージャージー州においては，警察・消防以外でも，労使が合意す
れば，利益仲裁手続を利用することは可能であり，実際に利益仲裁が行われて
いる事例も存在する。だが，警察・消防のように一方の申請だけで仲裁手続が
開始されうる強制力のある制度でないため，実施例は限られている。
１ニュージャージー州における公務員労使紛争の解決手続
強制的利益仲裁制度が適用されない一般の公務員や教員に関わる労使紛争解
決に用いられるのは，調停（mediation）による紛争解決手続きであり調停
が行き詰ったときには実情調査（fact-finding）手続に移行する。実情調査
という表現は，日本語の語感では，ただ調査するだけかと思われてしまいそう
だが，米国公務員労使関係では，調停よりも格の高い手続であり，その趣旨は，
単に実情を調べるだけでなく，公平な第三者による事態の分析とあるべき解決
について勧告を示すところにある。仲裁（arbitration）と異なり，労使当事者
－５４－
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は，実情調査委員による勧告を受諾する義務はない（non-binding）が，中立
的第三者による勧告であれば，労使当事者が受け入れやすく，また，これを拒
否することには政治的リスクがともなうことから，単なる調停よりは紛争の解
決力が高くなると期待されている’１。
調停・実情調査手続にせよ，仲裁手続にせよ，これら公務員全般の労使紛争
解決手続を管轄する機関として，ニュージャージー州は，公務員労使関係委員
会（PublicEmploymentRelationsCommission:ＰERCと略称）を設置してい
る。ＰERCは，日本の労働委員会と同様，労使紛争の調停・仲裁だけでなく，
不当労働行為の審査も行っている。また交渉単位の認定・交渉代表の選挙な
ど，公務員労使関係全般を管轄する総合的な州レベルの行政委員会である。民
間部門の労働関係を管轄する連邦行政委員会であるＮＬＲＢの業務が不当労働
行為審査と交渉単位認定・交渉代表選挙に限定されているのに対して，より広
い役割を果たしているといえる。実務に携わる職員は州公務員だが、委員は労
使政の推薦による専門家が任じられる。
ニュージャージー州では，公務員のストライキは禁止されているので，労使
は，団体交渉が行き詰まって自主交渉では解決できない場合には，ＰERCに申
請して，調停や仲裁の手続を開始するよう求めることになる。利益仲裁が利用
可能な警察・消防労使も，仲裁ではなく，調停で問題を解決しようとすること
がある。調停・実情調査手続では，経費はＰERCの負担となるが，利益仲裁
を求める場合は，仲裁人委嘱経費は，当事者負担となる。ニューヨーク市では，
利益仲裁に関わる仲裁人の費用は一日2000ドル程度と言われているが（仁田，
2012)，ニュージャージー州では，それよりは安く，－日１０００ドル程度が目安
という。だが，それでも，利益仲裁には相当の日数を要するのが常であるから，
労使当事者にとって大きな経済的負担となることは間違いない。したがって，
労使当事者が仲裁の利用を避けようとする経済的インセンテイブが存在する。
だが，他方，困難な経済環境の下で，自主交渉や調停では最終的合意に至らな
いこともままあるし労使当事者にとって，仲裁の強制力なしに合意に至るこ
との政治的リスク（組合は，組合員との関係で，使用者は，議会・納税者との
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関係で）もあるので，利益仲裁の利用を避けられない場合もある。もっとも，
一旦仲裁手続が開始されたのちも，仲裁人は，簡単には裁定を出さず，まずは
労使合意で解決すべく調停的仲裁を行うので，実際には，合意解決となる場合
も少なくない。
ニュージャージー州利益仲裁制度に関する顕著な事実として，それが政治的
争点となり，また法廷での議論ともなってきた歴史があり，それらの結果とし
て，数度の法改正をへてきたことがある。最近では，2011年に大きな制度改正
が行われた。そこで，本稿では，そうした制度改正に着目して，その背景理解
に努め，それを通じて同州における利益仲裁制度が直面する困難な状況を明ら
かにすることとしよう。
21968年労使関係法整備
ニュージャージー州の公務員労使関係制度整備は早く，1968年にニュー
ジャージー労使関係法（NewJerseyEmployer-EmployeeRelationsAct:略称
EERA）を公務員にも拡張適用することによって，制度的枠組みが整備された。
この法は，1941年に民間部門における紛争解決のための調停機構を整備する
ことを目的に設置された労働調停法（LaborMediationAct）の修正法として
1968年に成立したものである。強制的利益仲裁制度は，この法律には規定され
ていなかった。
この法律では，公務員労働組合がストライキ権を有するかどうかを明確に定
めていなかったため，この点が法廷で争われることになった。ニュージャー
ジー州最高裁は，ユニオン・ビーチ教育委員会対ニュージャージー教育協会事
件判決（ＵｎｉｏｎＢｅａｃｈＢｄｏｆＥｄｖ・ＮＪＥＡ５３ＮＪ２９（1968)）において，法
律上明確な文言による定めがない限り公務員にはストライキ権がないと判示
しＥERAにはそのような文言はないと判断した（PERC,2008,ｐ28)。これに
より，ニュージャージー州では，公務員の争議行為の違法』性が明確になり，ま
たその後，これを覆すような法改正も行われていないため，一貫して公務員
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スト禁止法制の下で公務員労使関係が営まれてきたと言ってよい。
31977年警察・消防利益仲裁法
１）公務員労使関係調査委員会報告（1976年）と1977年法制定
ところで，もともとのＥＥＲＡでは，紛争解決手続としては，調停・実`情調
査のみしか定められていなかった。これでは，拘束性のある（binding）最終
解決をもたらすことができず，紛争を長引かせ，また違法ストを誘発する結果
になっているという批判が存在した。このような状況を背景に1974年に州に
よって設置された三者構成の公務員労使関係調査委員会（PublicEmployer
EmployeeRelationsStudyCommission）において，労使交渉が行き詰まった
際の解決手続（impasseprocedures）が最も重要な課題として検討対象とされ
ることとなった。プリンストン大学の著名な労働経済学者レスター教授
(RichardALester）を委員長とする10名の専門家からなる同調査委員会は，
1976年２月に報告書を州知事に提出し利益仲裁制度を含む制度改革を勧告し
た（StateofNewJersey，PublicEmployerEmployeeRelationsStudy
Commission,1976)。
委員会の報告では，ニューヨーク市の場合のように警察･消防だけでなく，
広く公務員全般に利益仲裁制度を適用することを勧告していた。これは，報告
書作成時点で，公務員労使関係において拘束力のある利益仲裁制度を採用して
いる州が１８に上っていたこと，また利益仲裁の適用対象職種も，警察・消防
以外に拡大される傾向が見いだされ，４つの州（インディアナ，メイン，ネブ
ラスカ，ロード・アイランド）では，州内の全ての公務員に適用されるに至っ
ていたこと，そして，ニュージャージー州の労使当事者の多くもそれを希望し
ていたこと，による。だが，ニュージャージー州議会は，これをそのまま法制
化することをせず，1977年に対象を警察・消防に限定する警察・消防利益仲裁
法（PoliceandFireInterestArbitrationAct）を制定するにとどまった。
警察・消防に限定して強制的利益仲裁を認める制度は，ニュージャージー州
－５７－
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だけでなく，他の多くの州で行われている。警察・消防に特別に強制仲裁が適
用されるのは，業務の性質からして，ストライキが公益を損なう程度が著しく
高いという判断が共有されているからであろう。ニュージャージー法の規定ぶ
りでは，「特殊かつ必要不可欠」な業務の性質，「日常的に直面する生命への危
険」および「高いモラール」維持の必要性などを考慮して，これらの職員に強
制的利益仲裁を認めるとしている（ＮＪＳＡ３４:ｌ３Ａ－１４（a))。
２）アーヴィントン町事件判決
公務員労使関係に利益仲裁を認めると，私人である仲裁人の裁定が使用者と
しての地方政府の財政支出に影響を及ぼす公務員給与等を拘束する力を持つこ
とになるから，様々な形で法的疑義が提起され，多数の訴訟が行われてきてい
る。ニュージャージー州最高裁は，この種の訴えに対して，利益仲裁法の合憲
性を確認し，また仲裁人の裁量の余地を相当広〈認める判決を下したので，
警察・消防分野での利益仲裁は，広く利用され，当該分野での紛争解決制度と
して確立することになった。制度発足直後期における代表的な州最高裁判決と
して，1979年のニュージャージー州警察互助組合第29支部対アーヴイントン町
事件判決（NewJerseyStatePBALocal29v・TownofIrvington,８０Ｎ.Ｊ271
(1979)）がある。これは，直接には，立法によって設定された予算増額上限
(５％）が利益仲裁における仲裁人の裁定を直接拘束するかどうか具体的に
は，仲裁人が５％以上の賃上げを認める裁定を出せるかが争藝われた事件である
が，州最高裁は仲裁人の裁量の余地を認めた。すなわち，仲裁人が裁定を勧
告するに当たり，予算上限法の定めの下での使用者の支払い能力を含む全証拠
を考慮に入れ，かつ，利益仲裁法が定める８つの考慮要素に適切な考慮を払う
ことを前提に予算上限の数字に拘束されないとしたのである。そして，そう
した考慮が払われている限り，当該の利益仲裁手続には，議会権限の違法な委
譲は認められないとして，その合憲`性を確認した（Parker,2001,ｐ33)。
同法に定める８つの考慮要素とは，以下の通りであった。
ｌ公共の利益と福祉
２賃金・労働条件の比較（同一または類似職種の労働者，および一般の労働
－５８－
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者）
３福利厚生を含む全ての報酬・給付
４労使の合意条項
５使用者の法的権限
６政府・住民・納税者に与える経済的影響
７生計費
８先任権条項等，雇用継続・安定に関わる事柄
(Stokes,1999,ｐ221）
３）最終オファー仲裁方式（FOA）
1977年法における利益仲裁制度の特徴の一つは，それがFinalOffer
Arbitration（ＦＯＡ)，もしくはLastOiferBindingArbitration（LOBＡ）と呼
ばれる特殊な方式を採用していることであった。ConventionalArbitrationと
呼ばれる通常の仲裁方式であれば，仲裁人は，労使双方のオファーに基づき，
適当と判断されるどのような裁定を下しても差し支えないが，ＦＯＡでは，仲
裁人は，労使双方の最終提案のいずれか一方を選択しなければならない。中間
的解決を禁止する仕組みであった。これは，足して二で割る式の仲裁裁定を出
し続けていると，労使が自主的に合意解決に向かう意欲を失い，双方が両極端
の要求に固執するようになるといった副作用をもたらすことを恐れた制度的工
夫である。このような制度にしておけば労使は，仲裁人に選択されやすい
リーズナブルな提案を自主的に行うようになり，仲裁裁定以前に両者の立場の
差異が縮まることが期待できるから，実質的に労使の自主交渉・自主妥結によ
り得られたであろう結果に近い解決がなされるだろうというのである。
ニュージャージー州では，利益仲裁制度の採用が1977年と，他の州よりやや
遅かったことから，それらの経験に鑑みて，より望ましい効果をもつとされる
FOAを採用することになったものと思われる。上記の調査委員会報告によれ
ば，公務員労使関係において拘束力のある利益仲裁制度を採用している18州の
うち７つの州（インディアナ．マサチューセッツ，ミネソタ。ウィスコンシ
ン，コネチカットアイオワ，ミシガン）では，なんらかの形のＦＯＡを採用
－５９－
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していた。
1977年警察・消防利益仲裁法により，1996年制度改革までの約20年間，ニュー
ジャージー州の警察・消防分野の労使関係は，ＦＯＡの実験場となった。
４警察・消防利益仲裁への批判と政治的圧力
１）納税者反乱と利益仲裁批判
1977年法の下で，警察・消防分野での利益仲裁が定着していったが，それへ
の批判も次第に高まり，1990年代にはいると，州議会において様々な制度改革
の動きが始まった。そして，1996年に共和党のホイットマン知事（Christine
Whitman）がサインした改革法が発効した。
この背景には，利益仲裁が組合側に有利に運用され，過大な賃金労働条件が
仲裁裁定によって強制されたために，地方政府・地域住民・納税者が過大な負
担を負わされているという納税者反乱（taxpayerrevolt）型の政治的プレッ
シャーが高まっていたことがある。上記ホイットマン知事は1993年の選挙で，
州所得税減税を掲げて民主党の現職知事を破って当選した知事であった。ま
た’994年に州最高裁が出した利益仲裁のあり方に関する２つの判決がそれま
での仲裁のあり方に疑問を投げかけ，その改善を求めたことも，法改正のきっ
かけとなった。
1978年に、カリフォルニア州における住民投票によるPropositionl3の勝利
(州憲法１３条Ａとして法制化された固定資産税の上限規制などの課税を制約す
る規定）に象徴される米国の納税者反乱は，さまざまな形式をとったが，予算
総枠に上限を定めようとするＣａｐＬａｗの制定も代表的な対応の一つであっ
た。しかし上記アーヴィントン事件判決でも見られたように予算総枠の規
制は，ただちに公務員賃金の一定枠への抑制という効果をもたらすものではな
かった。もともと，使用者側である政府が一方的に決定する予算枠で賃金の上
限も決められるのであれば，それは，団体交渉権の実質的無効化につながり，
拘束的（binding）利益仲裁の意義を失わせかねない。そして，予算総枠に上
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限を画すＣａｐＬａｗが存在したとしても，人件費の超過分は，他の経費を削減
することで賄うことが可能であり，あるいはまた，公務員の人員を削減するこ
とによって人件費予算を調整することも可能である。もちろん，警察や消防の
人員削減は，当該地域における公共秩序維持に影響を及ぼすから，犯罪や火災
の脅威を強く感じる住民は，そうした調整措置に反発することになる。こうし
た措置は，地方政府の行政措置を実質的に左右することになるから，議会権限
の違法な委譲ではないかという議論を強める効果ももつことにもなる。
このように利益仲裁による賃金・労働条件決定は，税制と予算という財政
をめぐる重要な政治課題の渦中に飛び込むことにならざるをえない。これに対
して，ニュージャージー州では，利益仲裁法の制度改革という政治的対応がな
されることになった。
２）ＦＯＡへの政治的批判
だが，それにしても，労使が合意に基づいて選んだ中立的立場の仲裁人が法
の定める８つの考慮要素を考慮して出す仲裁裁定が，どうして労働者側有利と
いう攻撃を受け，また裁判所の批判を蒙ることになったのだろうか。
仲裁裁定が労働者側に偏っているという評価をもたらした理由の一つは，
FOAにおいて，労働組合側の最終オファーが採択される割合が高い時期が続
いたことである。Stokes（1999）によれば，1988年から1991年にかけての４年
間に発出された131件の最終オファー仲裁裁定のうち，８６件（65％）が組合側
勝利に終わっていた。その後，1992年から1995年にかけての109件については，
54件（組合側勝利）対55件（使用者側勝利）とどちら側有利とは言えない結果
となったのだが，それまでの期間における組合側の成功が，仲裁人が偏った判
断を行っているという議論に根拠を与えた可能性がある。
しかしこれは結果論であり，仲裁人が中立的でなく，一方的に労働側に加
担するような裁定を行ったとは考えにくい。ＦＯＡにおいては，よりリーズナ
ブルな（と仲裁人に思わせる）最終オファーを行うほうが勝利しやすい。交渉
戦略上，重要なことは，仲裁人が心証としてもつ妥当な解決線を適切に推測し，
それに相手側よりより近く，かつより自分の側に有利な最終オファーをするこ
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とである。警察・消防の組合側が使用者側よりも，そうした交渉技術に長け，
より巧妙な最終オファーを行った結果が高い勝率に繋がったのではないかと考
えられる。筆者が2011年９月にインタビューしたニュージャージー警察互助組
合ＰＢＡの幹部も，ＦＯＡの時代のほうが良かったと残念そうに回顧していた。
だが，常識的には，組合側のほうが組合員大衆からの圧力を受けるために硬
直的な対応をすることになりがちで，柔軟な決定がむつかしく，そのような有
利な結果をもたらしにくいと考えられる。同じく2011年９月に，ニューヨーク
市労働局（使用者側交渉当事者）でのインタビューで聞き取ったところでは，
教員組合との交渉においてＦＯＡ(LOBＡ）を労使合意に基づいて採用したケー
ス（ニューヨーク市でも，教員については，制度上，強制利益仲裁の対象とな
らない）では，市側が連戦連勝だとのことであった。労働局長の解説では，教
員というのは．観念的傾向があり，とかく自分の正当性を確信しがちで，柔軟
で現実的な判断ができないからと，「カモ」だと言わんばかりであった。それ
と比べると，警察や消防の組合は，職業柄，より現実的で，交渉に長けている
のかもしれない。だが，使用者側交渉当事者も，警察･消防の当局なのである。
使用者側の敗因として，－つ考えられるのは，予算に上限を決めるＣａｐ
Ｌａｗの存在である。議会からの強い圧力を考えると，使用者側としては，Ｃａｐ
Ｌａｗの定める総予算枠増加率（たとえば５％）の枠内で最終オファーせざる
をえず，その結果，勝てそうな最終オファーができず，硬直的な対応にならざ
るをえなかったのではなかろうか。もし，そうだとすると，皮肉なことに人
件費抑制を目指したＣａｐＬａｗが，結果的には，使用者側交渉当事者の手を縛
ることによりＦＯＡにおける組合側連戦連勝を助け，そうでなければ達成さ
れたであろう期待水準より高額の仲裁裁定に結びついてしまったことになる。
Ｓ裁判所の仲裁裁定批判：HilIsdaleとWashingtonTownship
１）ヒルスデール町事件
これに対して，裁判所の利益仲裁批判は，さすがに政治家の結果論とは異
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なり，手続き論として構成されていた。具体的にはニュージャージー州最高
裁による1994年の警察互助組合第207支部対ヒルスデール町事件判決（PBA
Local207vBoroughofHillsdale,l３７ＮＪ７１（1994))，およびワシントン町対
ニュージャージー警察互助組合第206支部事件判決（WashingtonTpV・New
JerseyPBALocal206,ｌ３７ＮＪ８８(1994)）がそれであり，いずれにおいても，
仲裁裁定を無効とする判断を下した。
ヒルスデール事件の舞台となったヒルスデール町（borough）は，次にとり
あげるワシントン町（township）と同様，ニュージャージー州北東端に位置
するベルゲン郡（BergenCounty）に属する70の町村の一つである。ベルゲン
郡は，ニューヨーク市に隣接する地理的条件から，大都市郊外の経済的に豊か
な地域として知られている。ヒルスデール町と，同町に雇用される警察官の労
働組合であるニュージャージーPBA207支部の団体交渉において，主要な争点
となったのは，給与比較の対象とすべき地域の範囲設定であった。組合側は，
ベルゲン郡全体を比較対象とすべきだとの立場でありそうすると，組合側の
オファーは比較的穏健なものということになる。また，町には十分な支払能力
があるとも主張した。それに対して使用者側は，郡全体ではなく，近隣のパス
カック渓谷地域１０町村（PascacklO）を比較の対象とすべきであり，そうする
と，組合側最終オファーが認められるとヒルスデール町の警察官給与は地域で
２位となってしまうと主張した。また使用者側は同町の税率が高いことや，
過去９年間に66％の賃上げを実施したが，これは消費者物価上昇率46％を大き
く上回っているなどの主張を行った。この交渉は，利益仲裁に移行し仲裁人
は，組合側最終オファーがよりリーズナブルであると判断してそちらを採用す
るとの裁定を下した。その主要な論拠とされたのは，賃金比較の数字であり，
またベルゲン郡という豊かな地域にあるという事実であった。
これに対して，同裁定は不当であるとして，町側は，ニュージャージー州高
等裁判所（SuperiorCourt）に訴えた2)。第一審に当たる同裁判所Chancery
Divisionは，町側の訴えを退け，裁定を支持したが，第二審に当たる同裁判所
AppellateDivisionは，これを覆し裁定を無効とした。同Divisionの判断理
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由は，仲裁人は，利益仲裁法の定めた８つの考慮要素（いわゆる１６９条項）の
全ての要素を考慮対象とすべきであり，そのために８項目それぞれについて
労使に証拠提出を求め，それに基づいて要素ごとに両者の最終オファーを検討
すべきだったとするものであった。これは，仲裁人の８項目考慮要素のウェイ
ト付け，ないし取捨選択に関する一定の裁量範囲を認めた州最高裁のアーヴィ
ントン事件判決を覆すような判断であった。上告を受けた州最高裁は，
AppellateDivisionの判断理由については否定し仲裁人が８項目考慮要素の
中で妥当性をもつ（relevant）要素を選んで判断することを認めたが，当該裁
定は，特定の考慮要素を除外した理由を明確に述べておらず，また町側の支払
い能力についての判断が十分に説明されていないとして（"thisisthe
neighborhoodoutthere，,という仲裁裁定の説明では不十分)，裁定無効の結論
は維持したのである（Stokes,1999,ｐp224,225)。
２）ワシントン町事件
次にワシントン町（WashingtonTownship）事件であるが，この町は，
ヒルスデール町に隣接するベルゲン郡パスカック渓谷地域の自治体の一つであ
る。この町と警察互助組合の利益仲裁をめぐる推移は，ヒルスデール事件と同
様の経緯をたどった。すなわち，組合側勝利となったＦＯＡののち，町側が高
等裁判所に訴え，１審のChanceryDivisionでは町側の訴えが退けられたが，
２審のAppellateDivisionでは，決定が覆され，最後に州最高裁がこれを基本
的に支持する判決を下した。判決のなかで，州最高裁は，ヒルスデール事件の
場合と同様，８項目考慮要素のどの要素が妥当（relevant）であるのか明確に
し，その根拠を明示しなければならないのにそれが行われていないと指摘し
た。
これら二つの判決は，それまでニュージャージー州の警察・消防利益仲裁に
おいて仲裁人が標準的にとってきた手順，すなわち，近隣ないし関連する地域
における労働条件との比較を重視し，それと自治体側の支払い能力を照らし合
わせて裁定を下すという方法を見直すことを余儀なくさせた。当該事件におい
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て，どの考慮要素が妥当要素であるかをきちんと説明するためには，結局のと
ころ，すべての考慮要素についてまず一次的分析を行う必要があり，その上で，
重要と判断された要素について詳細に検討するということにならざるをえな
い。したがって，当然，当事者が仲裁審理の中で提出すべき証拠なども，多岐
にわたって詳細とならざるをえないことになる。
Ｓ1996年警察・消防利益仲裁改革法
上記４で述べた政治的圧力の高まり，上記５で述べた司法からの批判を受け
て，1995年州議会において1977年警察消防利益仲裁法の修正が可決され，１９９６
年警察消防利益仲裁改革法（PoliceandFirelnterestArbitrationRefOrm
Act）が成立した。同改革法の主要な改正点は，１）仲裁手続きを，従来の
FOA（最終オファー仲裁）から，仲裁人が自由に裁定額を選べる通常仲裁
(conventionalarbitration）に変更したこと，２）１６９条項の考慮要素に関連
する項目を詳細に書き込み，仲裁人の同項解釈の余地を狭めようとしたこと，
３）ヒルスデール・ワシントン判決に従って，仲裁人が考慮要素の取り扱いに
ついて，どの要素がrelevant（該当）であるかを説明する義務を定めたこと，
４）仲裁裁定に不服の当事者がいきなり裁判所に訴えるのではなく，まず
PERCにアピールする手続き（AppealBoard:上訴委員会）が設置されたこと，
５）原則として120日以内に仲裁手続きを完了すべしと規定されたこと，など
であった。また，仲裁人が各自治体のＣａｐＬａｗ（予算上限法）を考慮にいれ，
裁定が税率，納税者，自治体現行サービスに及ぼす影響についても考慮に入れ
ることを求める規定が設けられた。
これらの修正点の多くは，いずれも，自治体の財政状況を無視して過度に組
合に有利な裁定を出しがちな（とみなされた）仲裁人を縛ることを目指したも
のであったが，利益仲裁の基本を否定するものではなく，仲裁人に一定の裁量
を残さざるをえなかったことは当然である。仲裁人も，それまでも自治体の支
払い能力（ニュージャージー法の規定ぶりでは，「政府・住民・納税者に与え
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る経済的影響｣）を重要な考慮要素としており，その表現ぶりが変わったから
といって，仲裁人の支払い能力判断がただちに使用者側有利に全面転換するこ
とにはならなかった。そして，仲裁である以上，支払能力に関する使用者側の
言い分だけを重視して裁定をだすわけにはいかず，賃金比較や消費者物価上昇
率などを考慮にいれた裁定を出さざるを得ない。
このため，同法改正によって，利益仲裁に対する政治的不満，すなわち，そ
れが組合側に有利で，納税者反乱に直面する州・自治体政府が置かれた状況を
十分踏まえたものとなっていないという不満を，ただちに解消することにはな
らなかった。2007年に小規模な法改正が行われ，９番目の考慮要素として「使
用者に対する立法上の制約」が追加されたことは，そうした不満の表れであっ
た。この条項は，予算増額上限を州法で制約しようとするＣａｐＬａｗを念頭に
置いたものであった。
1996年改革法のもう一つの要点は，それまでのＦＯＡを原則とする最終解決
手続（impasseprocedure）から，通常仲裁（conventionalarbitration）を原
則とする手続に変更したことである。これは，多分に＿上に述べたように
ＦＯＡにおいて，組合側連戦連勝の時期があったことからくる政治的結果論の
反映であり，ＦＯＡの機能についての客観的分析に基づく制度選択を示すもの
ではなかった。ＦＯＡが利益仲裁における紛争解決手続として機能的に問題が
あることが明白になったとかあるいは内在的に通常仲裁より劣ることが明ら
かになったというわけではなかった。
ただ，もともと，ＦＯＡが労使の最終オファーの近接化に成功しなかった場
合には，敗北した当事者の政治的リスクを高める恐れがあることは確かであろ
う。通常仲裁であれば，普通，妥協的結果が得られることになるので，勝ち負
けが明白につくことは少ないから，そうした問題をもたらすことは少ない。筆
者がインタビューしたニューヨーク市のベテラン労務担当責任者は，ＦＯＡよ
り通常仲裁のほうが望ましいと明言していた。これは，そうした政治的リスク
の存在を考えると，妥協的結果が得られる通常仲裁のほうが無難だとする実務
家の判断を示しているように思われる。
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ア2011年修正法
最近におけるニュージャージー警察・消防利益仲裁改革法の大きな改正は，
2010年州議会において採択され，2011年１月１日施行された2011年修正法であ
る。これが現行法となっている（NewJerseyPublicEmploymentRelations
Commission,2012)。
同改正は，政治的には，2010年に共和党のクリステイー知事（Chris
Christie）が就任しその政治的アジェンダとして前面に押し出されたのであ
るが，経済的背景としては，2008年秋の金融危機によって，州・地方財政が軒
並み危機に見舞われ，支出削減が最優先事項となる状況があった。
主要な改正点は，利益仲裁の手続きに関するものと，裁定額Ｃａｐ条項の導
入である。
手続き面で重要な点としては，ｌ）利益仲裁の仲裁人は，地方政府の運営と
予算について知識を有するものでなければならず，仲裁人パネルメンバーとな
るためには，毎年トレーニングを受けなければならない２）利益仲裁は，仲
裁人任命後45日間で裁定を下さなければならない。このタイムリミットを守れ
なかった仲裁人は，仲裁料から日数超過分一日あたり１０００ドルのペナルティを
差し引かれる，３）利益仲裁料の上限を一日１０００ドル，総額で7500ドルとする，
４）仲裁人の選定は，当事者の合意によるのではなく,ＰERCがパネルメンバー
の中からくじ引きで選ぶ，などである。
これらの改正の効果として通常期待できそうなのは，仲裁期間の短縮と仲裁
費用の縮減であり，裁定金額の抑制効果があるとは考えにくい。ただ，隠され
た（というか，むしろ半ば以上表だった）狙いとしては，従来労使の信頼を得
て，同州の利益仲裁を継続的に担当していたベテラン仲裁人を排除しようとい
う意図があったと考えられる。熟練しプライドのある専門仲裁人であれば，
この修正法のもとで仲裁人パネルに名前を連ねるのはご免であり，さっさとや
めてしまうだろうから，政治家たちにとって地方政府の財政事情を無視して高
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額の裁定を出す財政危機の元凶とみなされた仲裁人たちを排除する効果がある
と期待できたからである。しかしこの結果，経験を積んだベテラン仲裁人を
失い経験の乏しい，仲裁人としての名声・信頼を有しない仲裁人しか利用で
きなくなり，利益仲裁システムの機能が損なわれるおそれもなしとしない。そ
の結果，経験不足の仲裁人が比較衡量すべき諸事`情を適切に考慮に入れること
ができず，かえって，高額の裁定を生み出してしまう可能性も否定できない。
利益仲裁裁定の金額抑制については，これら手続面での改正よりも，むしろ，
同修正法に組み込まれた裁定額Ｃａｐ条項のほうが重要であろう。この条項に
より，いかなる利益仲裁裁定も，総額２％以内に抑制しなければならないとさ
れた（ＮＪ,ＳＡ３４:１３A-167)。これは，使用者である政府が，一方的に利益仲
裁裁定を一定限度に抑えこむことを，法律によって強行したものであり，警
察･消防分野の公務員労使関係における団体交渉を実質的に無効化あるいは，
大幅に制限することを意味する。警察・消防の労働組合だけでなく，他の公務
員労組，さらには一般の労働組合から強い反発の声が上がったのは，当然であ
ろう。
もっとも，この時期の反公務員・反公務員労組の政治的動きの中では，ウィ
スコンシン州のように，公務員労使関係法そのものの全面撤廃という極端な行
動もとられており，それと比べれば，ニュージャージー州の2011年修正法は，
従来の公務員労使関係法の枠組みを前提として維持しているという意味では，
ウィスコンシン州ほどの過激な反公務員労働運動政策とは一線を画していると
いうべきかもしれない。
Ｓ事例一サマセット郡保安官事務所事件
１）事件の概要
ここで，ニュージャージー州における警察・消防利益仲裁制度が抱える困難
について理解を深めるために，一つの事例をやや詳しく検討することにしよ
う。ここで取り上げるのは，2006年８月31日に出されたサマセット郡保安官事
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務所対サマセット郡保安官ＦＯＰ（FraternalOrderofPolice警察友愛組合）
Lodge＃39の協約交渉に関わる利益仲裁裁定と，これをめぐる紛争である。
1996年改革法適用下の事件でありＦＯＡではなく，通常仲裁の方法がとられ
た。
サマセット郡保安官をめぐる労使紛争の歴史は長く，このときの協約交渉も
自主解決が困難であった。2004年１２月に期限切れとなった協約の更新交渉が１
年間続けられたがついに妥結にいたらず，2006年１月１日にいたってＰERC
の管轄する利益仲裁に移行したものである。だが，給与に関する仲裁裁定に使
用者側が納得せず,１０月３日にＰERCの上訴委員会にアピールした。そこでも，
11月21日の決定で上訴が退けられると，裁判所に訴え，2008年１月25日に州
高等裁判所AppelateDivisionの判決によってＰERCの決定が支持されるま
で，３年間も紛争が続くことになった。
サマセット郡は，ニュージャージー州中央北部に所在する郡（county）で，
ニューヨーク大都市圏に含まれ，経済的には，ニュージャージー州でも最も豊
かな地域に属する。約800平方キロの地域に３２万人が住んでいる。
保安官（sheriff）は，選挙で選ばれる法執行機関である。田舎では，主たる
警察力として治安維持の中心を担う（西部劇で主人公となるように）存在であ
るが，サマセット郡のような都市的地域では，主たる警察力は，２１ある市町村
政府が抱える自治体警察が担っており，犯罪捜査などの一般的治安維持活動に
おいては，保安官事務所は補助的な役割を果たすにとどまる。またその独自
の機能としては，法廷警備や郡監獄の管理，囚人護送などの任務がある。
２）団体交渉から仲裁へ
2004年に終了した協約を３年間更新する協約締結をめざす仲裁プロセスで，
使用者側が主張したのは，おおむね各年１％賃上げ（2005年１月１日，2006年
１月１日，2007年１月１日にそれぞれ１％）であり，これに対して組合側が主
張したのは，おおむね各年５－６％の賃上げ（2005年１月１日に６％賃上げ，
2006年１月１日と2007年１月１日にそれぞれ５％）であった。このほか，使用
者側は，警察職員に適用される11段階ごとのstepincrease（日本企業が行う
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定期昇給における昇格昇給のようなもの）も，他の一般職員には適用されない
ものであるから。賃上げとしてカウントすべきだと主張していた。
これに対して，仲裁人は，おおむね各年３５％賃上げとする裁定を下した。
昇格昇給に関する使用者側の主張は採用しなかった。労使の主張金額を足して
２で割ったような結論であるが，仲裁人が特に重視した点は，サマセット郡自
身が他の法執行機関職員組合との間で結んでいた協約とのバランスである。す
なわち，保安官事務所管理職員との間での2005年，2006年，2007年協約，刑務
所一般職員および刑務所管理職員との間での2004年，2005年，2006年協約，そ
して検察官事務所職員との2003年，2004年，2005年協約がおおむね本仲裁裁定
とバランスする報酬を保障しているのに使用者側は，保安官事務所一般職員
を代表するFOP#39に対してだけは，これより大幅に低い回答を示して譲ら
ず，その合理的根拠を示していないというのが仲裁人の判|折であった。
３）使用者側主張と仲裁人・ＰERC・裁判所の判断
使用者側主張の論拠とされたのは，法の定める考慮要素のうち，７項の生計
費，および２項の賃金･労働条件の比較のうち一般の労働者との比較であった。
このうち，生計費については，消費者物価上昇率が低いことが論拠とされた。
より重要であったのは，郡の一般労働者の2004年の賃金上昇率が09％と低かっ
たことである。同じ時期に州全体の一般労働者賃金が3.6％上昇していたこと
を考慮すると，サマセット郡の一般労働者賃金上昇率がこのように低かったの
は，やや異常値である。もともと，－人当たり所得が州内で最も高額の部類に
属する高給取りが多く住む地域であるが，なんらかの特殊要因によって，この
年の賃金上昇率が低かったと考えられる。使用者側としては，納税者の給与が
増えていないのに公務員の給与だけを上げるわけにはいかないという点を重
視したと考えられる。だが，2004年の郡内の地方政府職員の賃金上昇率は平均
３２％であり，2005年の協約交渉統計における州・自治体公務員組合との協約
賃金が平均3.3％の上昇率を示していたことを考えると，０９％という郡内一般
労働者賃金上昇率を最大限重視すべきだとの使用者側主張は説得力に欠ける。
そして，保安官事務所職員と仕事が－部重なる刑務所職員にすでに年３％台
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の賃上げを認めていることを考えると，こうした使用者側の主張に一貫`性があ
ると認めるのは，ますます困難である。使用者側は，他の刑務所職員などと比
べると，保安官事務所職員の仕事は困難度が低いという補足的主張も行ってい
るが，その論拠は必ずしも明確ではなかった。
なお，多くの場合に利益仲裁を困難にする条件である使用者の支払い能力に
関する事項，ニュージャージー法では，考慮要素の６項「政府・住民・納税者
に与える経済的影響」や５項「使用者の法的権限」ないし９項「予算増額キャッ
プ条項」などについても，この事案では問題にならなかった。郡の財政状況は
健全であり，固定資産評価額は年々上昇しているが，固定資産税率は過去１０年
間低下し続けており，増税によって賄う必要があるような賃上げ裁定では全く
なかったから，納税者への経済的影響が大きいとは言えなかったし，定められ
た郡の予算増額上限にも抵触する恐れはなかったからである。
以上のような事情を勘案し仲裁人は刑務所職員などとの均衡が保たれる仲
裁裁定を出すことになった。そして，ＰERCの上訴委員会も，この仲裁人の判
断を支持（裁量の範囲内として）した。上訴委員会の裁定は使用者側代表委員
を含む全員一致の結論であった。
そして，州高裁も，双方の主張を詳細に検討した上で，基本的にＰERCの
判断を妥当とし使用者側の訴えを棄却することとなった。（以上本節の記
述は，2006年１１月21日付ＰERC上訴委員会の決定：SomersetCountySheriff'ｓ
OfliceandSomersetCountySheriff，ｓＦＯＰＬｏｄｇｅ＃3９（P､ERCNo2007-
33)，および2008年１月25日付ニュージャージー州高裁判決：SuperiorCourt
ofNewJersey，AppelateDivision，SomersetCountySheriiTsOfficevs、
SomersetCountySheriff，ｓＦＯＰＬｏｄｇｅ＃3９（DocketNoA-l899-06T3）によ
る｡）
ｇ考察
前稿において取り上げたニューヨーク市においては，公務員労使関係が比較
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的安定し，利益仲裁についての当事者の不満も少なく，大きな制度改正も試み
られていなかったのに対して，ニュージャージー州では，当事者の不満，とり
わけ使用者側のそれが大きく，裁判所の介入も行われ，数度にわたって大きな
制度改正が行われてきた。これは何故なのだろうか。
上で述べたように，1977年法においてＦＯＡが採用され，利益仲裁結果が組
合側の連戦連勝に終わったという事'情が，直接的きっかけとしては，重要であ
ろう。もし仮に当初から通常仲裁の方法が採用され，中間的解決がなされ
ていたら，このような利益仲裁制度への強い批判は生まれなかったかもしれな
い。だが，子細に検討すると，より構造的な問題が浮かび上がってくる。
１）団体交渉の分散化
一つの要因は，団体交渉がきわめて細分化・分散化されていることである。
ニュージャージー州警察官組合で最大組織であるＰＢＡだけで，年に200以上
の協約締結交渉が行われているとされる。市町村や郡ごとに多数の支部が当該
の市町村や郡と独自に交渉するという極めて分権的な交渉構造をなしている。
ニュージャージーPBAは，各支部にさまざまな支援を行っているが，個々の
交渉に直接出席して交渉を代行することは不可能である。各支部は専従のス
タッフをもっていない。そこで，実際には，各支部が専門の弁護士（labor
attorney）を雇って，交渉資料の準備から交渉そのものを委託することになる。
当然，使用者側も，専門弁護士を雇うことになる。そのコストだけでも膨大で
ある。交渉が行き詰まって利益仲裁に移行するとなると，一層の手間とコスト
がかかる。もちろん，すべての交渉が利益仲裁に移行するわけではないが，交
渉構造のこれほどの細分化が行われていると，その非効率性は顕著なものとな
らざるをえない。これに対して，ニューヨーク市では，一般警察官については，
巨大なNYCPatrolmen,sBenevolentAssociationが１万数千人を組織してお
り，これが単一使用者であるニューヨーク市と交渉する集権的交渉構造をなし
ている。交渉効率の違いは明白である。
このような極度に分権的な交渉構造を，労使関係当事者の工夫によって解決
する方法がないわけではない。組合は州レベルの特定組織に集中化されている
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のであるから，使用者側がそれに対応する交渉組織をつくり集団交渉を行う
ことによって，労使関係構造の集約化を図ることができる。民間労使関係では，
自動車や，鉄鋼などの産業分野で，交渉そのものは企業単位を行われるが，そ
れらが緊密に統合されて，事実上，産業別協約に準ずる内容の協約が締結され
ていた。これは大企業セクターであるから，使用者が分散化している公務員に
そのまま適用することは困難だろうが，なんらかのやり方を考えられないはず
はない。日本だったら，交渉は個別でも，それらを相互調整するために産業別
統一闘争を展開するという話になるだろう。
だが，警察・消防利益仲裁法の基本的考え方は，そうした交渉の集約化と相
いれないものとなっている。支払い能力といい，経済的影響といい個別自治
体ごとに程度の差が生ずるがそれを個別的に考慮して仲裁裁定を下せという
のが法の要請である。個々の自治体が独自の主権をもち，交渉権限を産業別交
渉代表に委任するということに制約が設けられている。
２）裁判所の過剰介入
このような制度的制約を前提として，可能な限り労使関係に安定的秩序を導
入しようとする努力が仲裁人によって行われていた。それは，仲裁裁定を発す
るときに，法の定める考慮要素のなかで，賃金比較を特に重視するという方法
である。隣接町間の賃金比較を強く考慮に入れた裁定がくだされていけば，そ
れは，賃金・労働条件の州内均一化の方向を促す要素となる。だが，上で述べ
たように，ニュージャージー州の裁判所は，ヒルスデール・ワシントン判決で，
そうした仲裁人の行動を実質的に禁止し，より法の定める考慮要素に関する文
言に忠実な裁定を下すことを要求したのである。だが，これは，相互比較に
よって，州内警察官・消防士の賃金・労働条件に一定の秩序を打ち立てようと
してきた労使関係当事者・仲裁人の努力を，無にする結果になった。
労使関係論の観点からみれば，わが町の財政状況が多少悪いからといって，
隣町の警察官より低い賃金・労働条件を納得させることは，きわめて困難であ
る。労働者の側から，同じ仕事をしていたら，同じような労働条件であるべき
であるという強い圧力が生じざるをえない。そうした格差が存在するもとで
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は，労使関係は，当然に不安定化することになる。その中で，常により良い労
働条件を獲得している町の協約が目標となり，いわゆる到達闘争を生み出すこ
とにならざるをえないからである。
３）地方自治・地方財政制度の問題性
もちろん，末端自治体が，自己の財政責任において，警察・消防・学校など
の必要経費を人件費を含めて賄いその主たる財源としては固定資産税を宛
てるというのは，米国の草の根自治・草の根民主主義の原点をなすものである。
公務員労使関係における利益仲裁は，そうした草の根民主主義の原則を－部解
除して，仲裁裁定に拘束力を認めるものであるから，裁判所が仲裁人の行動を
法的にコントロールしようとするのはわからないわけではない。だが,上記ｌ）
２）で考察したようにこのような草の根自治の制度は，現代社会における公
務員労使関係の合理的処理と両立させることが益々困難になりつつある。
ニュージャージー州の自治体財政においては，固定資産税収入への依存度が高
く，それだけに納税者反乱を招きやすい。それに比べると，州政府からの移転
収入や，固定資産税以外の税収などの財源が比較的豊富な州の自治体は，そう
した困難に直面する可能性が低く，公務員労使関係の処理においても，より合
理的対処が可能になる傾向があると考えられる。（財務総合政策研究所，２００１
年)。
４）職種別労働組合間調整の不在
ニューヨーク市の労使関係構造におけるもう一つの特徴は，市労働組合委員
会（MunicipalLaborCommittee:略称MLC）という市の職員が加入する多数
の労働組合からの代表者で構成される機関が存在するとともに中核組合とし
て，多職種を組織するAFSCMEDC37という組合が存在することである。こ
れが組合間・職種間の利害調整を促進する役割を果たしている。たとえば，
リーマン・ショック後の財政危機に際して，市労働組合委員会は，２年間に
４億ドルの経費削減効果をもつ健康保険制度改革に同意しこれと引き換え
に１０００人の組合員の恒久的レイオフを90日間延期させるという譲歩交渉を実
行している（仁田2012)。このような労働組合側のダイナミックな合理的行
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動は，ニュージャージー州の自治体労働組合の分散化した構造を前提とする
と，起こりにくい。
これは，一つには，利益仲裁の適用範囲が警察・消防という特定職種に限定
されているニュージャージー州労使関係と，原則全職種（例外はあるが）に適
用されるニューヨーク市という制度の違いによって生じている側面がある。警
察・消防の組合も，当然，自らの組合員の雇用確保は最優先事項である。した
がって高額の賃上げを獲得した結果，自治体財政を圧迫し経費削減のために
組合員のレイオフを招くような事態は，極力避けようとする。だが，経費削減
を他の職種に転嫁することができれば，そのような心配はする必要がない。一
般的にいって，ニュージャージーのように利益仲裁適用対象を限定するシステ
ムの場合，適用対象となる警察・消防組合は，他の職種の組合・職員のことを
考慮せず，自己利害を追求することになりがちとなろう。
５）当事者の合理的行動を促すことの重要性
ニュージャージー州における警察・消防利益仲裁制度改革をめぐる動きの特
徴は，それが利益仲裁プロセスをなんとか外側から枠をはめることにより
コントロールしようとする`性格をもっていることである。こうした制度改正
は，実効`性が乏しく，やりすぎると，2011年修正法のように団体交渉の基本
精神を損ないかねない。労使関係論の観点からみて重要なことは，仲裁制度に
枠をはめることではなく，交渉当事者の交渉態度が合理的なものとなるよう誘
導することである。もし，組合が強く，過大な労働条件を獲得しがちだという
なら，それが長期的に見た組合員の利害を損なう恐れが大きいことをレイオフ
のリスクなどによって示し，彼らの行動を変化させるよう働きかけていくこと
が現実的なアプローチではないか。少なくとも，ニューヨーク市の実例を見る
限りそうしたアプローチが機能する可能性がないわけではあるまい。
むすび
以上，ニユージャージー州公務員労使関係における利益仲裁制度の概要と，
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その歴史的変遷を叙述した上で，それが多くの政治的批判の対象となりまた
制度改正が繰り返された原因について考察を行った。本稿の考察が妥当である
とすると，この制度は現状の環境の下においても安定的均衡に達しておらず，
今後とも，様々な修正圧力を生んでいく可能性が高い。その過程で，公務員労
使関係の合理的あり方を探求する政策当事者に様々な教訓を提供していくこ
とになるであろう。
註
ｌ） ニュージャージー州では，教員についてのみ，実,情調査の次の段階として，特
別調停手続（superconciliation）が設けられている。ただ，これも，最終解決
力のある強制仲裁制度ではなく，あくまで中立的第三者が労使間の合意を促す
調停手続である。
ニュージャージー州には種々の裁判所があるが，その'''心をなしているのは，
州高等裁判所（SuperiorCourt）である。同裁判所には，３つの部があり，そ
れぞれ，ChanceryDivisionLawDivision，AppelateDivisionと呼ばれる。
ChanceryDivisionは,GeneralEquityPart（一般衡平法部'''１),ProbatePart（検
認部門),ＦａｍｉｌｙＰａｒｔ（家族部門）の３部門からなり，LawDivision（法務部門）
は，CivilＰａｒｔ（民事訴訟部門)，SpecialCivilPart（小額民事訴訟部門)，
CriminalＰａｒｔ（刑事訴訟部門）の３つに分かれる。ChanceryとＬａｗの２つの
Divisionがtrialcourt(初審裁判所･事実春裁判所）となり，AppelateDivisionは
控訴審裁判所となる。
2）
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